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平成28年６月24日 

各     位  

 

会 社 名 株 式会社日 本Ｍ＆Ａ センタ ー

代表者役職名 代 表 取 締 役 社 長  三 宅  卓

（ コ ー ド 番 号 ： ２ １ ２ ７  東 証 第 一 部 ）

問い合わせ先 専務取締役管理本部長 楢木  孝麿

Ｔ Ｅ Ｌ ０ ３ － ５ ２ ２ ０ － ５ ４ ５ ４

 

 

「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定のお知らせ 

 

当社は、平成28年６月24日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」の一部を改定するこ

とを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 

記 

 

①当社及び子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制 

 

当社は、企業の存続と持続的な成長を確保するためにコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識に立ち、

当社及び子会社の取締役等及び使用人全員への周知徹底を図るため「株式会社日本Ｍ＆Ａセンターコンプライアン

ス行動指針10か条」及びコンプライアンス（法令遵守）規程を定めるとともに、月例全体会議等を利用し、コンプ

ライアンス等に関する研修を行っております。 

 また、当社及び子会社の取締役等及び使用人による職務の執行が法令・定款及び社内規程に違反することなく適

切に行われているかをチェックするため、監査等委員会による監査及び内部監査室による内部監査を実施します。 

 なお、当社は、上記の「コンプライアンス行動指針10か条」において、市民社会の秩序に脅威を与える団体や個

人に対しては、毅然とした態度で立ち向かい、一切の関係を遮断する旨を規定し、同指針を社内掲示するとともに

社内研修等でその周知徹底を図っております。 

 

②当社及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

当社は、毎月１回以上取締役会を開催するほか、臨時取締役会を必要に応じて随時開催しており、取締役会規程

に定めた重要事項の決定と取締役の職務執行状況の監督を行っております。特に重要事項については常務会規程に

基づき原則として毎週開催される常務会における審議を経て取締役会に諮っております。また、執行役員制度を導

入し、執行役員による職務の適切なサポートによりその執行の効率化を図っております。 

子会社においても、毎月１回以上取締役会を開催するほか、臨時取締役会を必要に応じて随時開催し重要事項の

決定と取締役の職務執行状況の監督を行っております。 

 

③当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制 

 

取締役の職務の執行に係る文書・情報については、法令・定款及び文書管理規程に基づき保存及び管理を行って

おり、取締役及び監査等委員の要求があるときは、これを随時閲覧に供することとしております。 

 

④当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 

企業活動に伴う様々なリスクに適切に対応すべく、常勤取締役及び管理本部と経営企画室の管理職をメンバーと

するリスクマネジメント委員会が、リスクマネジメント委員会規程に基づき当社及び子会社の社内横断的なリスク

の予防・管理の検討を実施しています。 

 また、法律事務所と顧問契約を締結し、必要に応じて指導・助言等を受けております。 

 なお、損失の危険が発生した場合には、当社及び子会社は危機管理規程に基づき対応することとしています。 
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⑤当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 

当社は、子会社を含む企業集団としての業務の適正を確保するため関係会社管理規程を定め、また、子会社取締

役と日常的な意思疎通を図っており、企業集団としての経営について協議する他、子会社が親会社の経営方針に

沿って適正に運営されていることを確認する体制をとっております。 

子会社は、関係会社管理規程に基づき、議事録の写し等の文書を提出することにより、子会社の取締役等の職務

執行に係る事項を当社に報告します。当該文書について当社の取締役及び監査等委員の要求があるときは、これを

随時閲覧に供することといたします。 

 

⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

 

当社は、監査等委員会の職務を補助する使用人を置き、監査等委員会の必要に応じてその職務を補助します。 

 

⑦前号の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保

に関する事項 

 

監査等委員会の職務を補助する使用人は、その職務に関し、業務執行上の指揮命令系統には属さず、監査等委員

会の指示命令に従うものとし、当該使用人の異動、人事評価、懲戒処分等については監査等委員会の同意を得るも

のとします。 

また、当該使用人が他部門の使用人を兼務する場合は監査等委員会の職務の補助業務を優先するものとします。 

これらにより当該使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性の確保及び当該使用人に対する指示の実効性を

確保いたします。 

 

⑧当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告に

関する体制、報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制 

 

監査等委員は、月１回の定時取締役会及び必要に応じ随時開催される臨時取締役会、その他の重要な意思決定会

議に出席し、また、当社及び子会社の取締役及び使用人から、重要事項の報告を求めることができるものとし、当

社及び子会社の取締役及び使用人は、上記の求めに応じて必要な報告を行うものとします。 

当社及び子会社は、コンプライアンス（法令遵守）規程により、監査等委員会に報告を行った当社及び子会社の

取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を周知

徹底するものとします。 

 

⑨監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する体制 

 

 当社は、監査等委員の職務の執行において合理的に生ずる費用の前払いまたは償還、その他当該職務の執行につ

いて生ずる費用債務を、監査等委員からの当該費用債務の請求に基づき、速やかに支弁するものとします。 

 

⑩その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

監査等委員会は、監査等委員会規則及び監査等委員会監査等基準を定めるとともに、監査計画書を作成し取締役

会でその内容を説明し、履行に関しての理解と協力を得るものとします。 

監査等委員会は、内部監査室に必要な調査を依頼することができ、内部監査室はこれに協力するものとします。 

監査等委員会は、内部監査室による内部監査の結果の報告を受けるため、内部監査室との間で定期的な報告会を

開催します。 

内部監査室のスタッフの選任及び異動については監査等委員会の同意を得るものとします。 

このほか、監査等委員会は，代表取締役と定期的に意見交換を行うものとし、また、会計監査人の監査に立会う

とともに、会計監査人との間でも、定期的に意見交換を行うものとしており、これにより、当社の監査の実効性を

確保します。 

                                                以 上 


